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自然資本・生物多様性への取り組み 

TNFD提言に基づく情報開示 

当社グループは、グローバルに多様なステークホルダーとの関係を構築し、世界各地のお客さまやパートナー企業とともに、 

社会的課題の解決に取り組んでいます。生物多様性を含む自然資本は、気候変動と並び、事業活動や社会・経済の持続可能性に

中長期的な影響を及ぼし得る重要なテーマです。こうした認識のもと、当社グループの事業活動を起点として、自然関連財務情報

開示タスクフォース（TNFD）提言を参考に、自然との関係性について初期的な分析を実施しました。今回の分析結果を踏まえ、自

然資本・生物多様性への理解を一層深めるとともに、事業活動を通じた環境・社会面での価値創造に努めていきます。また、お客

さまの取り組みを適切に支援し、自然の再興（ネイチャーポジティブ）の実現に貢献していきます。 

 

1. TNFD一般要件 

本情報開示における一般要件は以下のとおりです。 

（1） マテリアリティの適用 

当社グループは、自然が当社グループに与える財務的な影響（財務マテリアリティ）と、当社グループの事業活動が自然に与える

影響（インパクトマテリアリティ）の双方を重視するダブルマテリアリティの考え方も踏まえ、自然関連の情報開示を行っています。 

（2） 開示のスコープ 

当社グループでは、開示対象を当社および主要連結子会社の国内外における事業全体としており、直接操業にとどまらず、 

上流・下流を含むバリューチェーン全体の評価を実施しています。また、自然への依存とインパクトの度合いが高いと考えられるセ

クターは、自然に関する依存・インパクト・リスク・機会を体系的に把握することを目的に、TNFDが提唱するLEAPアプローチ（※1）を

参考に分析を行っています。 

（3） 自然関連課題がある地域 

当社グループは、自然関連課題が多様な地域で発生し得る点を踏まえ、まずは優先度の高いセクター（自然との関わり（依存・ 

インパクト）が大きい事業領域）を特定したうえで、当該事業に関連する優先地域の抽出と個別分析を行っています。分析にあたっ

ては、保護地域・生物多様性重要地域（KBA）などの外部データベースを活用しています。 

（4） 他のサステナビリティ関連の開示との統合 

自然関連課題は、気候変動、循環型経済（サーキュラーエコノミー）など、他の環境・社会課題と密接に関連しています。当社グル

ープでは、これらの課題をより包括的に把握するため、情報の重複や一貫性を考慮しつつ、TCFD等の既存フレームワークとの統

合的な開示についても検討を進めています。 

（5） 検討される対象期間 

当社グループは、中長期的な視点で、当社グループ事業における自然関連リスクおよび機会について検討しています。今後、 

分析の深化に応じて、より適切な時間軸の設定について検討を進めていきます。 

（6） 組織の自然に関連する課題の特定と評価における先住民族、地域社会と影響を受けるステークホルダーとの対話（エンゲージ

メント） 

当社グループは、株主にとどまらず、従業員、取引先、顧客、債権者、地域社会をはじめとする多様なステークホルダーとの対話

を重視しています。詳細は「人権方針」、「マルチステークホルダー方針」をご参照ください。 

（※1） Locate（位置特定）、Evaluate（評価）、Assess（リスクと機会の評価）、Prepare（対応および開示に向けた準備）から構成される、TNFDが示す自然関連リスクと機会 

分析プロセス。 

 

https://www.mitsubishi-hc-capital.com/sustainability/pdf/human_rights_policy.pdf
https://www.mitsubishi-hc-capital.com/sustainability/pdf/multi_stakeholder.pdf
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2. ガバナンス 

当社は、経営会議の諮問委員会の一つとして「サステナビリティ委員会」を設置しています。当委員会では、当社グループが持続

可能で豊かな未来に貢献する存在となるべく、気候変動問題をはじめとするサステナビリティに関する重要課題を審議し、その 

結果を経営会議ならびに取締役会に報告しています。 

また、当社グループは自然資本と密接に関連する「脱炭素社会の推進」および「サーキュラーエコノミーの実現」をマテリアリティ

として位置付けています。なお、マテリアリティはサステナビリティ委員会および経営会議での審議を経て、取締役会決議により特

定しています。 

今後は、当社グループの事業活動と自然との依存とインパクトの関係性を踏まえ、気候変動やサーキュラーエコノミーに関する

取り組みも含め、自然の再興（ネイチャーポジティブ）の実現に向けた目標設定の拡充および進捗状況のモニタリングを通じて、自

然関連課題を経営判断およびリスク管理に反映していくためのガバナンスの高度化を図っていきます。 

（1） 取締役会の監督および経営陣の役割 

① 当社グループ サステナビリティ推進体制図 
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② サステナビリティ推進体制における組織体と役割 

組織体 役割 

取締役会 
当社グループのマテリアリティを含めた基本的な方針を定め、その方針に基づいて 

行われる経営・執行の状況を定期的に確認します。 

経営会議 

当社グループのマテリアリティ、環境課題への対応方針および実行計画、指標の進捗

状況等経営に係る全社的な施策を決議します。また、重要事項を取締役会に報告し 

ます。 

リスク管理委員会 

経営全般に係るリスクを総合的かつ体系的に管理しています。気候変動リスクや人権

リスク等主要リスクに与える総合的な影響について、経営会議に報告します。 

リスクマネジメント本部長が委員長を務め、社長、副社長、経営企画本部長、財務・ 

経理本部長、審査本部長、IT・事務本部長、監査担当役員を委員として、原則年2回 

開催します。 

サステナビリティ委員会 

当社グループのマテリアリティや環境課題等サステナビリティ推進に関する長期計画

の策定、非財務指標に関する目標および計画の策定、各事業本部が設定した指標の

進捗状況のモニタリング等を実施し、重要事項を経営会議に報告します。 

経営企画本部長が委員長を務め、社長、副社長、財務・経理本部長、人事・総務本部

長、リスクマネジメント本部長、審査本部長、 IT・事務本部長を委員として、原則 

年2回開催します。 

経営企画本部 

当社グループのサステナビリティの基本方針にもとづく全社戦略の企画立案・推進を

担当します。当社グループのサステナビリティに関する国内外の知見を収集し、方針・

戦略を立案するとともにサステナビリティ委員会等に報告します。 

 

③ 人権方針および人権マネジメントプロセス 

当社グループは、人権方針に基づき、経営の監督体制のもとで人権デュー・ディリジェンスを体系的に実施するとともに、苦情 

処理メカニズムを含む人権尊重のための管理プロセスを整備・運用しています。これらの取り組みを通じ、当社グループの企業 

活動における人権リスクの発生を予防し、自然関連領域を含む環境・社会面での負の影響の防止に努めています。 

 

▶ 人権に関する当社グループの取り組みの詳細 

 https://www.mitsubishi-hc-capital.com/sustainability/social/index.html 

 

 

https://www.mitsubishi-hc-capital.com/sustainability/social/index.html
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3. 戦略 

当社グループは、設備投資を支えるファイナンスソリューションに加え、売電事業、建物リース事業、不動産投資事業など多様な

事業を展開しており、事業活動は、土地利用、エネルギー資源、周辺生態系などの自然資本と直接・間接的に関わっています。こう

した事業特性を踏まえ、将来の自然環境の変化や関連規制の強化が当社グループの事業・財務に及ぼし得るリスクと機会を把握

し、適切な情報開示や今後の施策の検討につなげることを目的として、TNFDが提唱するLEAPアプローチを参考に、当社グルー

プの事業と自然との関係性についての分析を実施しました。 

生物多様性を中心とする自然との関係性が特に大きいと考えられる優先セクターおよび分析対象セグメントを選定したうえで、

当該セクターにおける依存とインパクトの評価、ならびに優先地域分析を行っています。また、これらの分析結果を踏まえ、当社グ

ループの事業特性に照らして想定される自然関連のリスクと機会を整理し、当社グループとして重要と考える主なリスクと機会を

特定しています。 

今後は、本分析結果を事業特性や地域特性、ならびに活用している外部ツールのデータ特性を踏まえ精査を行うとともに、 

ステークホルダーとの対話を通じて、関連情報やデータの充実を図り、分析手法の高度化や分析対象の拡大について検討する 

など、適切な開示に努めていきます。 

（1） 優先セクターおよび分析対象セグメントの選定 

UNEP FI（国連環境計画金融イニシアチブ）等が開発した自然資本分析ツールである「ENCORE（Exploring Natural 

Capital Opportunities, Risks and Exposure）」を用いてヒートマップを作成し、当社グループ全体の事業活動と自然の

相互関係（依存とインパクトの関係）について把握しました。TNFDが提唱する優先セクターに関連する当社グループのセグメント

における与信・投資取引等の残高、事業特性、自然への依存とインパクトの多寡等を総合的に勘案するとともに、外部専門家の意

見も踏まえ、優先セクターおよび分析対象セグメントを選定しました。 

なお、当社グループの事業活動と自然の相互関係の詳細は、「Appendix 当社グループの事業活動と自然の相互関係（依存 

およびインパクトの関係）」をご参照ください。 

TNFDが提唱する優先セクター（業種） 関連する主な当社グループのセグメント 

ユーティリティ等 環境エネルギー、カスタマーソリューション 

不動産管理・開発等 不動産、カスタマーソリューション 

（注） 当社グループセグメントのうち、「カスタマーソリューション」は、日本国内を拠点とし、法人・官公庁向けファイナンスソリューション、ベンダーと提携した販売金融、 

建物リース、金融サービス等対象セクターを横断した事業活動を行っていることから、分析対象セグメントに含めた。 

 

（2） 優先セクターのサブセクターごとの自然への依存とインパクトの説明 

本分析は、当社グループの各セグメントのうち、主としてカスタマーソリューションが行う建物リース取引および再生可能 

エネルギー設備のリース取引、環境エネルギー事業本部が展開する売電事業、ならびに不動産事業本部が推進する不動産投融資

取引を対象としています。これらの事業領域を中心に、選定した優先セクターのバリューチェーンにおける上流・下流および直接操

業に関する自然への依存とインパクトを整理し、その重要性を6段階で評価しました。 

評価にあたっては、「ENCORE」を参考に選定した優先セクターのサブセクターごとに評価を行い、その平均値を算出していま

す。なお、本評価は初期的な分析であり、今後は当社グループの事業特性や地域特性を踏まえつつ、必要に応じて評価内容の見直

しを段階的に進めていく予定です。 

① ユーティリティ等セクターの主な自然への依存とインパクトの内容 

ユーティリティ等セクター（主として発電分野を対象）においては、本分析で主に対象とした再生可能エネルギー設備のリース取

引および売電事業を中心に、発電方式ごとに差異はあるものの、自然環境への依存関係が相対的に大きいことが確認されていま

す。具体的には、バイオマス発電では木質資源などの自然由来燃料に依存しており、太陽光発電および風力発電では、日照条件や

風量といった自然環境要因に加え、森林や海洋等が担う地球規模の気候調整（生態系サービス）によって形成される気象条件の安

定性に依存しています。 

また、売電事業は、発電施設の立地・建設、運用、設備の廃棄といったライフサイクルの各段階において、土地改変に伴う周辺生

態系の攪乱、主としてバイオマス発電等の運用段階における温室効果ガス（GHG）やその他の大気汚染物質の排出を通じた気候

変動や大気環境を介した生態系への影響、ならびに設備の廃棄段階における廃棄物の発生など、自然環境に対するさまざまなイ

ンパクトを与える可能性があります。 

特に、太陽光発電および風力発電は、他の発電方式と比較して設備寿命が相対的に短いことから、ライフサイクル全体を通じた

廃棄物の適切な管理が重要な検討課題であると認識しています。 
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ユーティリティ等セクターの主な自然への依存 

 
（注） 関連セクターごとに設定されているスコア（N/A、ND、VL～VH）について、バリューチェーン全体でN/A・NDの評価となった生態系サービス・インパクトの場合は表から省

略。以下、ユーティリティ等セクターの主な自然へのインパクトおよび不動産管理・開発等セクターの主な自然への依存、自然へのインパクトについても同様の形式を適用。 

 

ユーティリティ等セクターの主な自然へのインパクト 

 

 

② 不動産管理・開発等セクターの主な自然への依存とインパクトの内容 

不動産管理・開発等セクターにおいては、土地や周辺環境と密接に関わる事業特性が確認されており、特に施工および解体とい

った工程においては水の供給、水量の調整、土壌と土砂の保持、ならびに降雨パターンの調整といった自然環境（生態系サービス）

への依存関係が確認されています。また、周辺の生態系が有する暴風雨や洪水の軽減等の機能は、事業の安全性や継続性に影響

を与え得る要因の一つと考えられます。 

こうした依存関係を背景として、建物の施工および解体工程においては、土地改変に伴う周辺生態系の攪乱や、施工および解体

に伴う水・土壌への有毒汚染物質の排出など、自然環境に一定のインパクトを与える可能性があります。 
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不動産管理・開発等セクターの主な自然への依存 

 

 

不動産管理・開発等セクターの主な自然へのインパクト 

 

 

（3） 優先地域分析 

前項で述べたとおり、優先セクターにおける自然への依存とインパクトは、事業・アセットの立地する地域の自然環境の特性に左

右されます。 

TNFDは企業に対し、直接操業およびバリューチェーン上で関連するロケーションのうち、生物多様性保全上の重要地域など

TNFDが示す基準に該当する「要注意地域」や、組織が重要な自然関連の依存・インパクト、リスク・機会を特定した地域に該当する

「マテリアルな地域」を含む優先地域を特定することを求めています。 

また、これら優先地域の特定プロセスおよびその分析結果の開示が推奨されています。当社グループはこの要請に基づき、所定

の基準に沿って優先地域の分析を実施しています。 

① 優先地域の特定プロセス 

本プロセスは、事業の自然への依存とインパクトを踏まえ、重点的に分析すべき地域を段階的に特定するものです。優先 

セクターの選定、要注意地域の定義、マテリアルな地域の選定を経て、最終的に「優先地域」を特定しました。 

 

依存（生態系サービス）

文化的
サービス

調整・維持サービス
供給

サービス

視
覚
的
ア
メ
ニ
テ
ィ
サ
ー
ビ
ス

騒
音
の
抑
制

大
気
お
よ
び
生
態
系
に
よ
る
希
釈

降
雨
パ
タ
ー
ン
の
調
整

地
域
気
候
調
整

洪
水
の
軽
減

暴
風
雨
の
軽
減

水
の
浄
化

固
形
廃
棄
物
の
浄
化

土
壌
と
土
砂
の
保
持

空
気
の
ろ
過

感
覚
的
影
響
の
調
整(

騒
音
以
外)

水
量
の
調
整

地
球
規
模
の
気
候
調
整

動
物
由
来
の
エ
ネ
ル
ギ
ー

水
の
供
給

関連するセクター
バリュー
チェーン

材料調達
物件取得

上流

施工・取得

運用・集客・改修期中管理直接操業

解体
売却・処分下流

売却

依存小 依存大

インパクト（プレッシャー）

外
来
種
の
侵
入

水
使
用
量

土
地
利
用
域

固
形
廃
棄
物
の
発
生
と
放
出

水
・
土
壌
へ
の
有
毒
汚
染
物
質
の
排
出

G
H
G
以
外
の
大
気
汚
染
物
質
の
排
出

海
底
利
用
域

G
H
G
の
排
出

淡
水
利
用
域

攪
乱(

騒
音
、
光
な
ど)

関連するセクター
バリュー
チェーン

材料調達
物件取得

上流

施工・取得

運用・集客・改修期中管理直接操業

解体
売却・処分下流

売却

インパクト小 インパクト大
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優先セクターの選定 

ユーティリティ等セクター、不動産管理・開発等セクターを優先セクターとして選定しました。 

なお、優先セクターの選定プロセスは、（1）優先セクターおよび分析対象セグメントの選定をご参照 

ください。 

要注意地域の定義 

（2）優先セクターのサブセクターごとの自然への依存とインパクトの説明に記載のとおり、優先セクタ

ーであるユーティリティ等のセクターにおいては、売電事業に係る発電施設の立地・建設、運用、設備

の廃棄といったライフサイクルの各段階において、土地改変に伴う周辺生態系への攪乱が懸念されま

す。また、不動産管理・開発等のセクターにおいても、建物の施工および解体工程における土地改変に

より、周辺生態系への影響が懸念されます。 

これらの状況を踏まえ、「生物多様性にとって重要な地域」を要注意地域として定義しました。 

マテリアルな地域の選定 

a. 自然資本への依存とインパクトの度合いが大きい取引の選定 

発電施設への投融資および建物リースを中心に、優先セクターにおける自然資本への依存と 

インパクトが相対的に大きい取引を分析対象として抽出しました。また、自然資本との接点を 

網羅的に把握するため、不動産事業本部が行う物流施設への投資を補完的に追加しました。 

（注） 建物リースは、新築や解体を伴う多様な物件を含むことから、土地利用変化や資材調達を通じたインパクトが広範に及ぶ 

可能性があります。このためアセットタイプを限定せず、優先度の高い取引として位置づけています。 

b. 「マテリアルな地域」の選定 

上記の対象から、環境エネルギー事業本部が投融資する大規模な発電容量を有する発電施設、 

カスタマーソリューションが取り扱う延床面積の大きい建物リースの物件、不動産・都市再生事業を 

推進する三菱ＨＣキャピタルリアルティが出資する物流施設の計101施設の所在地を、当社グループ

において戦略上重要度が高い「マテリアルな地域」として選定しました。 

優先地域の特定 

生物多様性統合評価ツールIBAT（Integrated Biodiversity Assessment Tool）および分析

方法記載の参照した指標・情報を用いて、マテリアルな地域における「生物多様性にとって重要な 

地域」と関わりのある拠点を特定しました。 

 

② 分析方法 

本分析では、対象事業・取引に係る物件の拠点情報を整理し、UNEP（国連環境計画）等が開発した生物多様性統合評価ツール

であるIBAT等を用いて各拠点と重要地域との接点を評価しました。保護地域やKBA（Key Biodiversity Area：生物多様性 

重要地域）、STAR指標（Species Threat Abatement and Restoration：種の脅威低減・生息地回復指標）等の地理情報

を参照し、生物多様性リスクが顕在化し得る拠点を特定しました。 (2025年12月時点) 

対象事業／取引 

（分析対象となる物件） 

• 発電事業（発電施設） 

• 建物リース取引（建物リースの物件） 

• 不動産投資取引（物流施設） 

対象拠点数 101件（発電施設45件、建物リースの物件40件、物流施設16件） 

接点判定方法 

IBATにより抽出した保全上重要な地域に関する地理情報（例：保護地域、KBA等）と対象拠点の 

位置情報を照合し、これらと重なる、または半径2km以内に近接する場合を「接点あり」と判定しま 

した。 

参照した指標・情報 保護地域、KBA（生物多様性重要地域）、STAR指標（種の脅威低減・生息地回復指標） 

 

③ 優先地域の評価結果 

分析対象施設の半数強について、保護地域またはKBAとの接点が確認されました。対象物件別では、発電施設の接点が建物リ

ースの物件・物流施設と比較し、相対的に高い結果となりました。また、発電施設3件（ラムサール条約湿地と隣接するバイオマス

発電所が1件、IUCN保護地域管理カテゴリーⅡと隣接する太陽光発電所が2件）について、国際的保護地域やIUCN（国際自然保

護連合）保護地域管理カテゴリーⅡ以上（生態学的観点から重要度が高いと整理される区分）との隣接が確認されました。 

なお、施設の種類別にSTAR指標（生息地回復指標）の平均値を確認した結果、太陽光発電所が突出して高い結果となりまし

た。従って、発電事業のうち、特に太陽光発電について、生物多様性への配慮が重要と考えています。 
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（注） IUCN保護地域管理カテゴリーは、国際自然保護連合（IUCN）が定義しており、数字が小さいカテゴリーほど、より厳格に管理されている。 

（注） KBAは、生物多様性保全の鍵となる重要な地域を指す。AZE（Alliance for Zero Extinction）は、分布が1か所に限られる絶滅危惧種が生息している地域であり、

KBAの中でも生物多様性保全における重要度が特に高い。 

（注） STAR指標（生息地回復指標）は、地域に過去に生息していたレッドリスト種と分布・希少性を重みづけして計算するスコアであり、回復活動の貢献ポテンシャルを示す。 

 

発電施設のSTAR指標は、その立地によって差異が生じると考えられます。太陽光発電所は平坦で日照条件の良い場所に立地

することが望ましいため、生態系の改変が大きいものの潜在的な自然価値が比較的高く回復余地が残っている保護地域周辺にも

多く立地しています。他方、風力発電所は生態系の改変があまり進んでいない尾根等の高標高地点に立地し、バイオマス発電所は

人為改変が長期に及んでおり回復余地が小さい市街地周辺に立地する傾向があります。そのため、太陽光発電所のSTAR指標

は、風力発電所やバイオマス発電所と比べて高い結果になったものと考えられます。 

また、建物リースの物件は市街地に立地していることが多く、物流施設は比較的開発が進んだ高速道路・幹線道路沿いに立地 

することが多いことから、いずれも発電施設と比べて、保護地域またはKBAとの接点が少ない結果となったと考えられます。 

本分析を通じて、事業・取引の立地の違いが自然関連のリスクおよび機会にどのような影響を与えるかを把握しました。具体的

には、立地によっては、生態系への影響に配慮したリスク管理が求められる一方で、生態系の回復や保全に資する取り組みを通じ

た機会も想定されます。これらを踏まえ、与信・投資取引における自然関連の重要なリスクおよび機会の特定や、今後の評価・管理

プロセスの高度化に活用していきます。 

（4） 主な自然関連のリスクと機会 

優先セクターおよび分析対象セグメントの選定、当該セクターにおける依存とインパクトの評価、ならびに優先地域分析の結果

を踏まえ、当社グループの事業特性に照らして想定される自然関連のリスクと機会の例を整理し、当社グループとして重要と考え

る主なリスクと機会を特定しています。 

また、天候変化に伴う発電出力の不安定化など、事業収益に一定の影響を及ぼし得る自然関連のリスクも認識しています。 

今後は、これらの分析結果を踏まえ、特定されたリスクの低減に向けた対応策を着実に進めるとともに、機会の実現に向けた 

対応策を検討・推進していきます。 

① ユーティリティ等セクター 

リスク／ 

機会の分類 
顧客／当社グループ事業へのリスクと機会 対応策 

物
理
的
リ
ス
ク 

急
性
リ
ス
ク 

• 地震・津波等の自然災害の発生による発電所の 

設備損壊・停止に伴う売電収入の減少、維持管理 

費用の増加 

• 設備火災および灰の大気飛散事故の発生による 

発電停止に伴う売電収入の減少、維持管理費用の 

増加 

• 災害耐性に優れる設計・施工の採用 

• 災害時に備えた地域との連携体制構築に向けた 

コミュニケーション 

 

 

STAR指標
（生息地

回復指標）

平均値

各保護地域・KBAとの接点の数

接点が
あった

保護地域
または

KBAの総計

保護地域
または
KBAと
接点が

あった拠点
分析対象

拠点

KBA
（AZEに
該当する

KBAはなし）

IUCN保護地域管理カテゴリー

ラムサール
条約湿地

Ⅵ：
自然資源の
持続可能な
利用を伴う
保護地域

Ⅴ：
景観

保護地域

Ⅳ：
種と

生息地
管理地域

Ⅲ：
天然

記念物
Ⅱ：

国立公園

Ⅰb：
厳正

自然地域

Ⅰa：
厳正

保護地域

16.61520132021713145発電施設

23.089682331829太陽光

7.9356822911風力

3.7461411645バイオマス

2.0851618472140建物リースの物件

0.32529616物流施設

8.2252534402112758101全体
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慢
性
リ
ス
ク 

【バイオマス】 

• 木材流通量の減少もしくは価格上昇による原料調達

コストの増加、規制強化への対応コストの増加 

【太陽光、風力】 

• 天候変化による発電出力の不安定化に伴う 

売電収入の減少 

【ユーティリティ共通】 

• 自然災害により設備が毀損した場合の与信リスク、 

設備改修・補修費用、保険料の増加 

【バイオマス】 

• 使用燃料の汎用性を高める設備改造の実施 

【太陽光・風力（共通）】 

• 地域分散を意識した投資の推進や高効率設備への 

更新等を通じた発電出力の安定化に向けた 

取り組み 

• 設備稼働率の継続的なモニタリングや、日照・風況等

に連動したインデックス保険の活用による収益変動 

リスクの低減 

• 災害耐性に優れた設計・施工の採用、ならびに保険 

範囲・免責額等の最適化や自己積立の実施 

• 発電停止や設備毀損時の損失抑制・早期再稼働 

および運営コストの低減に資する、当社グループの 

運転関連技術に関するスキルの向上や保守・案件 

管理体制の効率化 

移
行
リ
ス
ク 

政
策 

• 生態系保全・水資源管理に係る規制強化に伴う、 

発電設備、発電所等の開発・設置、維持管理、 

ならびに契約満了時の解体に係る費用の増加 

• 開発前敷地における土壌・水・廃棄物等の適切な 

除去および環境修復の実施 

• 自治体における緑化義務や廃棄物規制の定期 

モニタリング 

• 規制の強化等を踏まえた長期的な複数シナリオに 

おける解体費用の試算 

• 契約満了時の解体費用を加味した採算設計の 

標準化 

機
会 

評
判
資
本 

• 発電所近隣における環境保全活動を通じた、自然に

配慮した企業としての認知度および企業価値の向上 

• 営農型太陽光発電の採用等を通じた土地改変 

（伐採・造成）の抑制・軽減 

• 売電収入の一部を地域住民の暮らしや地域資源 

の維持管理に資する取り組みに活用するなど、再生 

可能エネルギー発電事業を通じた地域における 

農林水産業の発展への貢献 
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② ユーティリティ等セクターにおける当社グループの取り組み事例（自然関連リスクと機会への対応状況） 

農地の継続的な活用と再生可能エネルギーの導入を両立する営農型太陽光発電は、土地利用に伴う自然への影響に配慮しつ

つ、地域と共生した発電事業の推進に資する取り組みであると考えています。 

当社グループは太陽光発電において、農業の継続を前提とした営農型太陽光発電所の保有・運営を通じて、自然環境への配慮

と再生可能エネルギーの普及の双方に取り組んでいます。 

 

［施設情報］ 

• サイト名称： 所沢北岩岡太陽光発電所 

• 発電容量： 989kW 

• 栽培作物： ブルーベリー、ブドウ 等 
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③ 不動産管理・開発等セクター 

リスク／ 

機会の分類 
顧客／当社グループ事業へのリスクと機会 対応策 

物
理
的
リ
ス
ク 

急
性
リ
ス
ク 

• 自然災害の発生による補修費用の増加、リース先の

操業停止による与信コストの増加 

• 発災時の不動産価値低下への対策が不十分なこと

による競争力低下 

• 投融資リスク判断の詳細化、防災設備の設置・改修

等による当社グループの投融資・保有物件のレジリ

エンスの強化 

移
行
リ
ス
ク 

政
策 

• 生態系保全・水資源管理に係る規制強化に伴う物件

の開発・設置、維持管理、ならびに契約満了時の解体

に係る費用の増加 

• 開発前敷地における土壌・水・廃棄物等の適切な 

除去および環境修復の実施 

• 自治体における緑化義務や廃棄物規制の定期 

モニタリング 

• 規制の強化等を踏まえた長期的な複数シナリオに 

おける解体費用の試算 

• 契約満了時の解体費用を加味した採算設計の 

標準化 

市
場 

• 自然関連リスクの情報開示ニーズの高まりによる 

情報管理体制の高度化・効率化 

• 当社グループの投融資・保有物件における非自然 

配慮型物件の価値低下 

• 規制強化に向けた情報管理体制の高度化・効率化、 

外部専門機関・ステークホルダーとの協働（対話・ 

意見交換等のエンゲージメントを含む）を通じた 

対応 

• 自然への依存とインパクトに関するリスク評価の 

更なる拡充、資源効率の向上と環境負荷低減の 

更なる推進 

評
判 

• 取引先の自然関連対応が不十分なことによる評判 

リスクの増加に伴う賃料収入等の収益低下および 

与信コストの増加 

• 取引先の環境管理体制の確認 

• 廃棄物管理ガイドラインの整備 

• テナント・管理会社との連携による啓発活動を含む 

適正処理の推進 

• 重大な環境法令違反時の対応に関する事前相談の 

実施 

賠
償
責
任 

• 不適切な開発行為や環境管理に起因する投資家 

としての責任リスクおよびリース先の与信コストの 

増加 

• 法令に基づく開発着手前の水質・土壌汚染等の 

デュー・ディリジェンスおよび期中の環境モニタ 

リングの実施 

• テナント・管理会社への適正管理の要請 

• 重大な環境法令違反時の対応に関する事前相談の 

実施 

機
会 

市
場 

• 周辺の自然環境との調和に配慮した建築・開発に 

よる物件価値の上昇、顧客や地域社会からの評価・

信頼の向上 

• 環境配慮型設備のニーズ増加によるビジネス機会の

拡大 

• 緑地アクセス性や生態系配慮を取り入れた物件・ 

設備の導入や改修の推進 
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資
源
効
率 

• 建設資材の効率使用による開発コストの削減 

• 当社グループの投融資・保有物件への節水対策導入

による、水使用量および運用コストの削減、節水 

対策設備のニーズ増加によるビジネス機会の拡大 

• 資材使用量の削減や再生材の活用、適切な工法の 

選定、節水技術の導入など、環境配慮を重視した 

建設会社との協働による取り組みの推進 

製
品
と
サ
ー
ビ
ス 

• 自然へ配慮した物件や緑化対応物件等、より需要が

ある新たな物件の開発・リースによる収益の増加、 

物件価値の上昇 

• 周辺の自然環境との調和に配慮した建築・開発の推進

による顧客や地域社会からの評価・信頼の向上 

• ポートフォリオのグリーンビルディング比率向上に 

よる自然関連リスクの影響抑制と、新たなリース・ 

投融資機会の取り込みの推進 

• 緑地アクセス性や生態系配慮を取り入れた物件 

開発・改修の推進 

評
判
資
本 

• 自然に配慮した企業としての認識が高まることに 

よる中長期的な企業価値の向上に寄与 

• 緑地アクセス性や生態系配慮を取り入れた物件・ 

設備の導入や改修の推進 

 

④ 不動産管理・開発等セクターにおける当社グループの取り組み事例（自然関連リスクおよび機会への対応状況） 

不動産の管理・開発においては、建物の設計や空間づくりを通じて、周辺の自然環境や地域社会との共生を図ることが重要と 

考えています。 

当社グループのカスタマーソリューションにおける建物リース事業においては、建築と植物が調和した空間づくりに配慮した 

不動産の保有・管理を通じて、周辺地域の更なる発展や街づくり、社会貢献に取り組んでいます。 

 

［施設情報］ 

• 名称： TRUNK(HOTEL) 

• 運営会社： 株式会社TRUNK 

• 所在地： 〒150-0001 東京都渋谷区神宮前5丁目31番 

• 敷地面積： 2,794.24平方メートル 

• 延床面積： 5,096.44平方メートル 

• 構造・規模： 地上4階地下1階建て 

• 契約形態： 定期建物賃貸借契約 
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4. リスクとインパクトの管理 

当社グループは、自然資本に起因する環境・社会面でのリスクおよび負の影響を適切に把握し、これらを評価・管理するための

プロセスを整備しています。こうしたプロセスを通じ、自然関連リスクの特定結果を既存のリスク管理体制に段階的に統合する 

ことをめざしています。 

事業活動およびバリューチェーン全体において、これらの責任ある行動を徹底することは、環境・社会に対するリスクから波及 

する信用リスクやアセットリスク、投資リスク等といった既存リスクへのさまざまな悪影響を抑制・回避するだけでなく、持続可能

な開発目標（SDGs）やパリ協定の合意事項の達成に向けた取り組みにも貢献します。 

また、これらのリスクを適切に管理するうえでは、環境・社会に対する負の影響が生じ得る領域についての考え方を明確にして

おくことが重要であると考えています。そのため、当社グループは、マテリアリティの議論を踏まえ、全社方針として「環境・社会 

への負の影響を踏まえた取り組みガイドライン」および関連手続きを制定しています。個別案件の検討にあたっては、営業組織、 

コーポレート部門、経営層が連携し、これらの方針に沿った適切な運用を行っています。 

（1） 「環境・社会への負の影響を踏まえた取り組みガイドライン」および関連手続きの制定 

「環境・社会への負の影響を踏まえた取り組みガイドライン」および関連手続き 

与信・投資取引等を 

禁止する領域 

• 取引先の事業ポートフォリオの中でセグメント別売上高の最大事業が石炭（一般炭、原料炭を問わ

ず）・石油・天然ガスの採掘または権益関連である事業者への新規取引（※1） 

• 当社グループ取引と関係のある取引において「強制労働・人身売買」「児童労働」等の人権侵害の 

懸念があり、是正がなされない事業者への新規取引 

• 化石燃料の採掘に関する新規取引 

• 石炭・石油を燃料とする火力発電の新設、設備更新等に関する新規取引 

与信・投資取引等を 

慎重に検討する領域 

• 火力発電分野の新規取引（※2） 

• 環境に大きな影響を及ぼす恐れのある森林伐採を伴う開発に関連する新規取引 

• パーム油生産に関連する新規取引 

（※1） 温室効果ガス排出削減の計画を公表している事業者等は除く。 

（※2） 与信・投資取引等を禁止する領域記載のとおり、石炭・石油を燃料とする火力発電の新設、設備更新等に関する新規取引は、原則取り組み禁止。ただし、パリ協定を踏まえ

たトランジションに資する取り組みは、対象外。 

 

（2） 環境・社会に対するリスクまたは影響を特定・評価および管理するプロセス 

環境・社会に対するリスクまたは影響を特定・評価および管理するプロセス 

① デュー・ 

ディリジェンス 

デュー・ディリジェンスは、お客さまと直接接点を持つ営業組織が実施します。与信、投資取引等の 

対象である個別案件が「与信、投資取引等を禁止する領域」と「与信、投資取引等を慎重に検討する 

領域」に該当するか否か、入手可能な公開情報や、お客さまからご提供頂く情報等に基づき判断 

します。 

② 対話（エンゲージ 

メント）の実施 

「与信、投資取引等を慎重に検討する領域」に該当する場合、サステナビリティ推進に関する全社方針

の補足資料やチェックリスト等を活用した追加デュー・ディリジェンスに加え、必要に応じて環境・社会

に対するリスクを管理する部署等（当該リスク所管部署）と協議を行います。 

追加デュー・ディリジェンスや協議内容を踏まえ、営業組織は、環境・社会への負の影響を踏まえた施

策についてお客さまと対話（エンゲージメント）を行います。 

③ 対応方針の決定 

当該リスク所管部署は、営業組織と協議し、環境・社会への負の影響を踏まえた施策の実効性を評価

し、取引可否を判断します。対話（エンゲージメント）を実施したものの取引可否の判断が困難な場合

は、個別案件のサステナビリティの観点における対応方針を経営層が参加する会議体において協議、

決定します。 
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5. 測定指標とターゲット 

当社グループは、自然関連のリスクと機会を整理し、適切な情報開示や今後の施策検討につなげることを目的に、2025年度よ

り自然資本および生物多様性に関する依存とインパクトの把握のための分析に着手しました。 

測定指標および定量目標は、現時点では気候変動分野で設定している不動産ポートフォリオのグリーンビルディング比率や、 

当社のリース満了物件の有効利用率などのKPIを、自然資本との関連性を踏まえた指標として設定しています。なお、不動産事業

は資産の取得・売却を伴う事業特性上、各年度の指標は一定の変動が生じ得るものの、当社グループとしてはこうした変動を前提

としつつ、中長期的な視点で環境認証物件等の比率向上を図っています。 

今回の分析結果は、当社グループにおける自然資本との関係性の理解を深めるための基礎的な知見として位置づけており、 

今後の取り組みや情報開示の検討に活用していく予定です。 

指標 2025年度実績 2028年度目標 2031年度目標 

ポートフォリオの 

グリーンビルディング比率（※1） 
62% 61% 66% 

リース満了物件の有効利用率（※2） 96.０% 97.5% 

（※1） 不動産事業において当社グループが一定程度コントロール可能な資産（三菱ＨＣキャピタルリアルティの投資物件）および当社がスポンサーとなり、当社グループである 

アセットマネジメント会社が運用する預かり資産（三菱ＨＣキャピタル不動産投資顧問の私募REIT＋センターポイント・ディベロップメントの私募ファンド等）の内、環境認証

物件（CASBEE、DBJ Green Building、BELS 等）または100%再エネ導入物件のシェア（棟数ベース）。継続的に資産回転する事業につき、数値の上下動を伴いつつ

中長期的向上を図る。 

（※2） リース事業協会定義：満了したリース契約（当社単体）の内、再リースへの移行・物件売却・再資源化率が高い処分業者を通じた廃棄、のいずれかを実施した契約の割合（当

初取得価額ベース）。 
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6. Appendix 当社グループの事業活動と自然の相互関係（依存とインパクトの関係） 

当社グループは、優先セクターおよび分析対象セグメントの選定にあたり、優先セクターに対応する主な当社グループの事業 

セグメントならびに当社グループの与信・投資取引等の残高を踏まえ、生態系サービスに対する依存とインパクトの関係性を整理・

確認しています。 

本整理は、当社グループの事業活動を通じた自然との関係性を俯瞰的に把握することを目的としたものです。 

なお、下表では、与信・投資取引等の残高が10億円以上の優先セクターを対象として、該当する主な当社グループの事業セグメ 

ントに✓マークを付しています。 

「依存」に関するヒートマップ 

 
（※1） 当社グループ会社であるPNW Railcars, Inc.を通じた、北米における穀物・肥料・飼料等の輸送に関連する鉄道貨車のリース取引等が該当。 

（※2） 当社グループ会社である三菱ＨＣキャピタルエナジーを通じた、食品小売・流通事業者が保有・使用する店舗や物流施設等を対象に、再生可能エネルギー由来の電力供給

や関連するエネルギーサービスを提供する取引が該当。 

（注） 以下、「インパクト」に関するヒートマップについても同様。 

 

依存(生態系サービス）
主な当社の事業セグメント

文化的サービス調整・維持サービス供給サービス

精
神
的
、
芸
術
的
、
象
徴
的
サ
ー
ビ
ス

教
育
、
科
学
、
研
究
サ
ー
ビ
ス

視
覚
的
ア
メ
ニ
テ
ィ
サ
ー
ビ
ス

レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
関
連
サ
ー
ビ
ス

騒
音
の
抑
制

大
気
お
よ
び
生
態
系
に
よ
る
希
釈

降
雨
パ
タ
ー
ン
の
調
整

生
物
学
的
コ
ン
ト
ロ
ー
ル

地
域
気
候
調
整

苗
床
の
個
体
数
お
よ
び
生
息
地
の
維
持

受
粉

洪
水
の
軽
減

暴
風
雨
の
軽
減

水
の
浄
化

固
形
廃
棄
物
の
浄
化

土
壌
と
土
砂
の
保
持

土
壌
の
質
の
調
整

空
気
の
ろ
過

感
覚
的
影
響
の
調
整(

騒
音
以
外)

水
量
の
調
整

地
球
規
模
の
気
候
調
整

動
物
由
来
の
エ
ネ
ル
ギ
ー

水
の
供
給

遺
伝
子
試
料

バ
イ
オ
マ
ス
供
給

不
動
産

航
空

環
境
エ
ネ
ル
ギ
ー

海
外
カ
ス
タ
マ
ー

ロ
ジ
ス
テ
ィ
ク
ス

モ
ビ
リ
テ
ィ

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
セ
ン
タ
ー

カ
ス
タ
マ
ー
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

TNFD優先セクター

エネルギー

素材

運輸

自動車・自動車部品

耐久消費財・アパレル

（※2）（※1）レストラン・食品小売等

食品・飲料

家庭用品・パーソナル用品

医薬品・バイオテクノロジー

半導体・半導体製造装置

ユーティリティ等

不動産管理・開発等

依存小 依存大
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「インパクト」に関するヒートマップ 

 

 

インパクト（プレッシャー）主な当社の事業セグメント

外
来
種
の
侵
入

水
使
用
量

土
地
利
用
域

固
形
廃
棄
物
の
発
生
と
放
出

水
・
土
壌
へ
の
富
栄
養
化
物
質
の
排
出

水
・
土
壌
へ
の
有
毒
汚
染
物
質
の
排
出

非
生
物
資
源
の
採
取

生
物
資
源
の
採
取

G
H
G
以
外
の
大
気
汚
染
物
質
の
排
出

海
底
利
用
域

G
H
G
の
排
出

淡
水
利
用
域

攪
乱(

騒
音
、
光
な
ど)

不
動
産

航
空

環
境
エ
ネ
ル
ギ
ー

海
外
カ
ス
タ
マ
ー

ロ
ジ
ス
テ
ィ
ク
ス

モ
ビ
リ
テ
ィ

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
セ
ン
タ
ー

カ
ス
タ
マ
ー
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

TNFD優先セクター

エネルギー

素材

運輸

自動車・自動車部品

耐久消費財・アパレル

（※2）（※1）レストラン・食品小売等

食品・飲料

家庭用品・パーソナル用品

医薬品・バイオテクノロジー

半導体・半導体製造装置

ユーティリティ等

不動産管理・開発等

インパクト小 インパクト大


